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〈要　　旨〉
　精神障害者支援に関して，市町村は精神障害者に対して身近な地域できめ細かく支援し
ていく役割があり，保健所はその市町村に対して専門性や広域性が必要な事項について支
援していく役割がある。また，精神保健福祉センターは，保健所，市町村に対する技術援
助の役割を担っている。以上のように各機関は，それぞれ異なる役割を期待されている
が，精神保健福祉法の改正や障害者自立支援法の施行などもあり，精神保健福祉行政を取
り巻く環境は大きく変化している。そのため，保健所，市町村そして精神保健福祉セン
ターによる精神障害者に対する支援の現状を把握し，それぞれの機関の果たすべき役割に
ついて見直していくことが重要である。
　そこで本研究では，厚生労働省平成 26 年度障害者総合福祉推進事業「保健所及び市町村
における精神障害者支援に関する全国調査」の結果から，保健所及び人口 30 万人未満の市
町村のデータを抽出し，精神障害者支援に関する，保健所と市町村の役割とその現状につ
いて考察を試みた。
　調査の結果から，指定都市型保健所，中核市型保健所や 10 万人未満，30 万人未満の市
町村においては，精神障害者支援に関する様々な取り組みがされているのに対し，都道府
県型保健所ではこれまでの事業を中心に実施されている現状が分かった。これは，都道府
県型保健所と市町村との間で精神障害者支援に関する役割分担が進んでいることからくる
ことと推測される。
　30 万人未満の市町村では，精神障害者支援に関して，これまでの都道府県中心から市町
村主体と変わっているが，その実施にあたり様々な困難を抱えており，これからも都道府
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県（保健所）等のバックアップが必要と考えている。そのための具体的な対策としては，保
健所や精神保健福祉センターによるバックアップ体制を強化するとしている。一方，保健
所は，今後重要となる精神保健福祉業務の体制については，管内市町村との連携強化を考
えているという現状が把握できた。
　精神保健福祉センターに対する調査では，精神保健福祉センターの業務のうち保健所へ
の技術援助は積極的に取り組む必要があるとしている。
　以上のことから，今後，保健所から管轄市町村に対して，これまで以上に技術援助や連
携を進めていくことが必要であり，精神保健福祉センターからの技術支援は，保健所はも
とより直接的に市町村にも積極的に進めることが課題であると思われる。また，「保健所及
び市町村における精神保健福祉業務運営要領」は，平成 18 年に発出以来 10 年が経過して
いることから，現状にあった改訂の必要性があると思われる。
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Ⅰ．はじめに
1　保健所の現状
　保健所は，公衆衛生を担当する行政機関として地域保健法第 5条に規定されており，その設
置者は，都道府県，指定都市，中核市，特別区そして地域保健法施行令で規定された市となっ
ている。指定都市とは，地方自治法第 252 条の 19に規定されている人口 100 万人規模の大規
模市であり，現在 20 市となっている。中核市は，地方自治法第 252 条の 22に規定されている人
口 30 万人規模の市であり，現在 45 市となっている。地域保健法施行令に規定された市は，小
樽市，町田市，藤沢市，四日市市，呉市，大牟田市，佐世保市の7市である。
　保健所数の推移は，保健所法が平成 6年に地域保健法に改正され，全面施行された平成 9
年を機に減少に転じ，総数 850か所レベルであったものが平成 27 年 4月には486か所となった。
これは，地域保健法に改正されて，医療法が規定する区域及び介護保険法が規定する区域を
参酌して保健所の所管区域を設定すること等が影響している。1）
　保健所における精神保健福祉業務は昭和 40 年に精神衛生法が改正され，地域精神衛生活
動の第一線機関として保健所が位置付けられたことを機に始まっている。その後，平成 11 年の
精神保健福祉法改正に伴い，それまで保健所が担当していた精神保健福祉業務の一部である
精神障害者保健福祉手帳及び通院医療費公費負担制度の申請窓口，福祉サ ビースに関する
相談業務が市町村に移管された。さらに，平成 18 年度に障害者自立支援法が施行されることに
よって三障害に関する福祉サ ビースが統合され，窓口が市町村に一本化された。
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2　保健所，市町村，精神保健福祉センター の役割と関係
　厚生省障害保健福祉部長通知「保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領」
は，平成 12 年 3月に発出され，その後平成 18 年 12月に改訂されている。通知によると，保健
所の役割については「保健所は，地域精神保健福祉業務の中心的な行政機関として，精神保健
福祉センター，福祉事務所，児童相談所，市町村，医療機関，精神障害者社会復帰施設等の
諸機関及び当事者団体，事業所，教育機関等を含めた地域社会との緊密な連絡協調のもとに，
入院中心のケアから地域社会でのケアへに福祉の理念を加えつつ，精神障害者の早期治療の
促進並びに精神障害者の社会復帰及び自立と社会経済活動への参加の促進を図るとともに，地
域住民の精神的健康の保持増進を図るための諸活動を行うものとする」としている。
　また，保健所と市町村の関係については，「地域で生活する精神障害者をより身近な地域でき
め細かく支援していく体制を整備する観点から，在宅の精神障害者に対する支援施策を市町村
が実施することとしており，保健所においては，市町村がこれらの事務を円滑に実施できるよう，専
門性や広域性が必要な事項について支援していくことが必要である」と記載されている。
　精神保健福祉センターは，精神保健福祉法第 6 条に精神保健の向上及び精神障害者の福
祉の増進を図るための機関と規定された地域精神保健福祉活動の中核機関として位置付けら
れている。昭和 40 年の精神衛生法改正に伴い創設されたもので，その後平成 8 年の大都市
特例によって，それまでの都道府県が設置していたものから指定都市も設置できるようになった。
その業務は，企画立案，技術指導及び技術援助，人材育成，普及啓発，調査研究，精神保健
福祉相談，組織育成，精神医療審査会の審査に関する事務，自立支援医療及び精神障害者
保健福祉手帳の判定その他となっており，保健所や市町村に対する技術援助も位置づけられて
いる。
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3　本研究の目的
　保健所及び市町村による精神障害者支援と保健所及び市町村の役割については，関連法律
の改正などに伴い大きく変化している状況にあることから，その現状を把握する必要が出てきた。
　そのためには，保健所及び市町村のデ ターを比較する必要があるが，保健所の設置者は，都
道府県をはじめ指定都市，中核市等があり，指定都市及び中核市等市区が設置した保健所は，
都道府県設置保健所と違い市町村としての役割を持っていると考えられる。
　そこで，本論では，厚生労働省平成 26 年度障害者総合福祉推進事業「保健所及び市町村
における精神障害者支援に関する全国調査」2）の結果から，都道府県設置保健所及び保健所を
設置しない人口30 万人未満の市町村のデ ターを抽出し，それらを基に保健所及び市町村による
精神障害者への支援と役割の現状と課題を考察した。
　さらに，筆者が研究分担者として参加した厚生労働科学研究「精神保健福祉士の活動評価及
び介入方法の開発と普及に関する研究」3）で実施した精神保健福祉センター調査の結果のうち，
業務に関するデ ターを抽出し，保健所，市町村，精神保健福祉センターの役割について考察し
た。
Ⅱ．保健所における精神障害者への支援
1　調査の概要
　平成 26 年 4月現在の全保健所 490 か所を対象として，郵送による質問紙調査を実施した。
調査期間は，平成 26 年 12月12日から平成 27 年 1月20日までである。
　回答は330か所の保健所からあり，有効回答率は67.3％であった。
2　結果
　保健所の規模を常勤職員数からみると，指定都市設置の保健所（以下，指定都市型）の
47.3％は常勤職員 90 名以上であり，中核市設置の保健所（以下，中核市型）の65.2％が 80 名
以上の組織である。一方，都道府県設置の保健所（以下，都道府県型）は，20〜 29 名の組織
が最も多く24.9％であり，約 6割が 39 名以下の組織であった。
　精神保健福祉相談の年間延件数の平均については，指定都市型が 6,891.0 件，中核市型が
3,271.2 件，都道府県型が 657.9 件であり，件数に大きな幅があった。
　啓発普及の取り組みでは，「地域住民のこころの健康づくりに関する知識の普及啓発の講演会」，
「精神障害者に対する正しい知識の普及啓発の講演会」，「自殺対策に関する普及啓発」，「アル
コール健康障害・薬物使用障害に関する普及啓発」の選択肢に対して，中核市型では，どの項
目も70％以上の保健所が取り組んでいるのに対し，都道府県型では自殺対策は90％以上である
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が，他の項目は50％代であった。
表１　保健所における普及啓発活動 単位％
指定都市型 中核市型 都道府県型
こころの健康づくりに関する講演会 68.4 87.0 54.3
精神障害者に対する正しい知識の普及啓発の講演会 73.7 89.1 59.2
自殺対策に関する普及啓発 68.4 97.8 90.9
アルコール健康障害・薬物使用に関する啓発普及 52.6 76.1 50.9
その他 5.3 13.0 9.4
　障害者本人および家族に対する支援では，指定都市型，中核市型ともに「精神障害者の地域
生活支援」が最も高く，中核市型は，それに続いて「ひきこもり」，「アルコール使用障害」「気分障
害」が高い。都道府県型は「ひきこもり」が最も高く，次に「精神障害者の地域生活支援」となって
いた。
表 2　保健所における障害者本人および家族に対する支援 単位％
指定都市型 中核市型 都道府県型
精神障害者の地域生活支援 68.4 67.4 36.2
精神障害者のピア活動への支援 31.6 19.6 22.3
うつ病・気分障害本人や家族への支援 31.6 37.0 19.6
アルコール使用障害本人や家族への支援 31.6 41.3 17.4
薬物使用障害本人や家族への支援 26.3 10.9 3.8
ひきこもり本人や家族への支援 15.8 52.2 37.7
その他 10.5 17.4 13.6
　組織育成では，指定都市型，中核市型，都道府県型とも「精神障害者家族会の育成支援」が
最も高いが，指定都市型では，次に「アルコール関連の自助グループ」，「精神障害者の当事者団
体」の育成支援と続く。中核市型では，「精神保健福祉ボランティア団体」，「アルコール関連の自助
グループ」の組織育成と続いていた。都道府県型は，家族会の支援以外は低調であった。
表３　保健所における組織育成・団体支援 単位％
指定都市型 中核市型 都道府県型
精神障害者当事者団体の育成支援 42.1 23.9 22.6
精神障害者家族会の育成支援 68.4 76.1 61.9
アルコール・薬物依存症自助グループの育成支援 47.4 41.3 30.9
自死遺族会の育成支援 15.8 23.9 6.0
就労支援のための職親会等の育成支援 31.6 2.2 4.9
精神保健福祉ボランティア団体の育成支援 15.8 43.5 28.7
その他 5.3 8.7 9.4
　精神科嘱託医による相談は，指定都市型，中核市型，都道府県型とも8割以上の保健所で定
例相談日を実施していた。また，専門相談日については，指定都市型では，「アルコール・薬物関
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連問題」が最も多く，次に「認知症等高齢者精神保健」と続いていた。中核市型は，「アルコール・
薬物関連問題」と「ひきこもりなどの児童・思春期精神保健」が同数であった。都道府県型は，「ひ
きこもりなどの児童・思春期精神保健」が最も多く，次に「アルコール・薬物関連問題」となっていた。
表 4　保健所における定期的な専門相談日の有無 単位％
指定都市型 中核市型 都道府県型
精神障害地域生活支援 31.6 28.3 23.4
うつ病等の気分障害 26.3 26.1 28.3
アルコール・薬物関連問題 47.4 34.8 32.5
ひきこもりなど児童・思春期精神保健 31.6 34.8 41.5
認知症等高齢者精神保健 42.1 23.9 25.3
その他の専門相談 5.3 21.7 12.1
　社会復帰及び自立と社会参加への支援では，「入院者の地域移行支援」は指定都市型，中核
市型，都道府県型ともに高いが，「措置入院者の退院支援」については指定都市型，都道府県型
とも約 8割の保健所が実施しているのに対し，中核市型は6割にとどまっていた。「各種社会資
源の整備促進及び運営支援」についても指定都市型，都道府県型に比べて，中核市型の実施
が低い。逆に「保健所デイケアその他の支援」では，中核市型では6割の保健所で実施していた
が，指定都市型では約 4割，都道府県型では約 2割の実施であった。
表 5　保健所における社会復帰及び自立と社会参加支援 単位％
指定都市型 中核市型 都道府県型
保健所デイケアその他の支援 42.1 60.9 18.9
関係機関の紹介 94.7 100.0 97.4
各種社会資源の整備促進及び運営支援 68.4 37.0 56.6
精神障害者保健福祉手帳の普及 63.2 50.0 35.5
入院者の地域移行支援 68.4 78.3 77.0
措置入院者の退院支援 78.9 60.9 80.0
　精神保健福祉相談における困難事例の対応で困難に感じる理由については，「家族がいるが，
本人が未治療・治療中断で医療支援を拒否している」，「独居でかつ未治療・治療中断で医療
支援を拒否している」という項目は，指定都市型，中核市型，都道府県型ともに高く，「同居家族
がいるが，理解・協力が得られない」は指定都市型，都道府県型が高く，「パーソナリティ障害等
で医療機関にかかっているが対応が困難である」は中核市型，都道府県型が高い傾向にあった。
なお，上述の4項目に関して，都道府県型では約 8割の保健所が困難に感じていると回答してい
るが，指定都市型，中核市型では半数程度であった。
表 6　保健所における困難事例の対応で困難を感じる理由 単位％
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指定都市型 中核市型 都道府県型
他の業務で多忙で余裕がない 21.1 17.4 29.1
保健所から遠方である 5.3 0.0 17.0
家族がいるが，本人が未治療・治療中断で医療支援を拒否している 47.4 45.7 87.9
同居の家族がいるが，理解・協力が得られない 52.6 37.0 80.8
独居でかつ未治療・医療中断で医療支援を拒否している 52.6 47.8 86.0
職員への暴力の危険がある 21.1 19.6 37.0
パーソナリティ障害等で医療機関にかかっているが対応が困難である 36.8 43.5 78.9
新たな課題であり新規に対応方法を考える必要がある 0.0 2.2 12.5
その他 5.3 6.5 11.3
　都道府県型保健所で，市町村からの支援依頼対象となる困難事例については，1位が「医療
機関受診を拒否」，2位が「医療中断・頻回再燃」，3位が「大声や威嚇行為など近隣での迷惑
行為」であった。
　今後重要となる保健所の精神保健医療福祉業務について，重要度を「大変大きい」または「大
きい」と回答したものの合算で順位にすると，指定都市型では「精神障害者の地域移行・地域定
着」，「精神保健相談・訪問支援」，「精神科救急医療」の順であった。中核市型では「精神保健
相談・訪問支援」，「困難事例の相談・訪問支援」，「精神障害者の地域移行・地域定着」，都
道府県型では「困難事例の相談・訪問支援」，「市町村との役割分担や連携」，「精神保健相談・
訪問支援」の順であった。
　これからの保健所に必要な体制について，必要度を「大変大きい」または「大きい」と回答したも
のの合算で順位にすると，指定都市型では「警察・消防等機関との連携・調整」，「精神科医の
協力」，「精神科病院と地域援助事業者の橋渡し」の順であった。中核市型では「精神科医の協
力」，「警察・消防等機関との連携・調整」，「保健師の増員」の順であり，4位が「精神保健福祉
センター との連携強化」であった。都道府県型では「精神科医の協力」，「管内市町村との連携強
化」，「警察・消防等機関との連携・調整」の順であり，4位が「本庁主管課との連携強化」であっ
た。
Ⅲ．市町村における精神障害者への支援
1　調査の概要
　平成 26 年 12月現在の市町村を対象として，都道府県別に層化した上で無作為抽出した780
か所に対して郵送による質問紙調査を実施した。調査期間は，平成 26 年 12月1日から平成 27
年 1月31日までである。
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　回答は198か所の市町村からあり，有効回答率は25.4％であった。
2　結果
　人口10 万人未満及び人口10 万人以上 30 万人未満の市町村の回答を抽出して結果をまとめ
た。まず，精神保健福祉相談の実施体制については，「市町村による直営」は人口 10 万人未満
の市町村（以下，10万人未満市町村）では25.4％，人口10万人以上 30万人未満の市町村（以
下，30 万人未満市町村）では14.7％であった。「障害者相談支援事業所に相談業務を委託」は，
10 万人未満市町村では29.2％，30 万人未満市町村では20.6％。「市町村職員による精神障害
者の福祉相談と障害者相談支援事業所（委託）の併用」は，10 万人未満市町村では46.2％，30
万人未満市町村では61.8％であった。
　相談，訪問の延件数を平成 25年度の実績でみると，10万人未満市町村では相談が平均 420
件，訪問が平均82件。30万人未満市町村では相談が平均2,449件，訪問が平均299件であっ
た。
　医療保護入院に係る市町村長同意の件数を平成 25 年度の実績でみると，10 万人未満市町
村では平均 3.9 件，30 万人未満市町村では平均 20.2 件であった。市町村長同意を行った事例
へのかかわりについては，「非自発的受診導入のための訪問及び医療調整」が 10 万人未満市町
村では56.0％，30 万人未満市町村では60.0％，「入院時の診察への同席」が 10 万人未満市町
村では52.0％，30 万人未満市町村では26.7％であった。
　受診援助に関しては，「受診前家族相談」が 10 万人未満市町村では73.0％，30 万人未満市
町村では97.0％，「訪問支援」が10万人未満市町村では83.8％，30万人未満市町村では78.8％，
「医療調整」が10万人未満市町村では59.5％，30 万人未満市町村では75.8％であった。
　退院支援に関しては，「入院中の関与」が 10 万人未満市町村では60.9％，30 万人未満市町
村では81.3％，「一般相談支援事業所と連携」が 10 万人未満市町村では48.3％，30 万人未満
市町村では65.6％，「障害福祉サ ビース利用調整」が 10 万人未満市町村では70.1％，30 万人
未満市町村では90.6％であった。
　ひきこもりの支援では，グループ支援を行っているところが 10 万人未満市町村では3か所
（3.4％），30 万人未満市町村では2か所（7.7％），アルコール依存症者支援では，集団教育を
行っているところが10万人未満市町村では11.1％，30万人未満市町村では18.8％，自助グルー
プへの支援が 10 万人未満市町村では22.2％，30 万人未満市町村では37.5％であった。
　啓発普及事業に関しては平成 25年度の実績をみると，「こころの健康づくり」が10万人未満市
町村では74.6％，30万人未満市町村では78.8％，「自殺対策」が10万人未満市町村では86.0％，
30万人未満市町村では87.9％であり，この2つのテーマに関するものが突出して多かった。
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表７　市町村における啓発普及事業（平成 25 年度実績） 単位％
10 万人未満 30 万人未満
こころの健康づくり 74.6 78.8
精神障害の正しい理解（統合失調症） 11.4 36.4
精神障害の正しい理解（気分障害） 18.4 27.3
発達障害の正しい理解 18.4 27.3
自殺対策 86.0 87.9
アルコール健康障害対策 17.5 9.1
その他 7.9 9.1
　家族支援事業では，平成 25 年度の実績で統合失調症患者の家族を対象としたものが，10 万
人未満市町村では46.7％，30 万人未満市町村では86.7％，気分障害患者の家族を対象とした
ものが 10 万人未満市町村では33.3％，30 万人未満市町村では40.0％で，統合失調症患者と
気分障害患者の家族支援に突出していた。
表 8　市町村における家族支援事業（平成 25 年度実績） 単位％
10 万人未満 30 万人未満
統合失調症患者の家族 45.5 92.9
気分障害(うつ病）患者の家族 30.3 35.7
アルコール健康障害者の家族 21.2 7.1
薬物使用障害者の家族 3.0 7.1
ひきこもりの家族 12.1 7.1
児童思春期の家族 27.3 0.0
自死遺族 12.1 14.3
その他 12.1 7.1
　当事者支援事業では，平成 25 年度の実績で「精神障害者の社会参加に向けたグループ支
援」が 10 万人未満市町村では68.8％，30 万人未満市町村では71.4％，「ピアサポ トー，ピアカウ
ンセリング団体への支援」が，10 万人未満市町村では4か所（12.5％），30 万人未満市町村で
は2か所（28.6％）であった。
　組織育成事業では，平成 25 年度の実績で精神障害者家族会の育成・支援が 10 万人未満
市町村では15.9％，30 万人未満市町村では32.1％。精神障害者当事者団体の育成・支援が
10 万人未満市町村では40.2％，30 万人未満市町村では57.1％。精神保健福祉ボランティア団
体の育成・支援が 10 万人未満市町村では17.1％，30 万人未満市町村では32.10％。こころの
健康推進員，ゲ トーキーパーの育成・支援が 10 万人未満市町村では70.7％，30 万人未満市町
村では82.1％であった。
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表 9　市町村における組織育成及び団体支援事業（平成 25 年度実績） 単位％
10 万人未満 30 万人未満
精神障害者家族会の育成・支援 15.9 32.1
精神障害当事者団体の育成・支援 40.2 57.1
アディクション関連自助グループの育成・支援 1.2 17.9
就労支援のための職親会等の支援 1.2 3.6
精神保健福祉ボランティア団体の育成・支援 17.1 32.1
こころの健康推進員，ゲ トーキーパーの育成・支援 70.7 82.1
　保健所との連携に関しては，「精神保健福祉相談の同席，訪問への同行」が 10 万人未満市町
村では65.1％，30 万人未満市町村では78.8％とともにトップであった。30 万人未満市町村では，
つぎに「企画調整業務」，「協議会への参画」，「処遇に関するコンサルテーション，事例検討会へ
の参画」と続くが，10 万人未満市町村では，他の項目については，それぞれ 35％以下でしかな
かった。
　精神保健福祉相談に関する市町村の対応の困難さについては，「ある程度困難を抱えており，
対応に苦慮している」との回答が 10 万人未満市町村では59.3％，30 万人未満市町村で60.0％
であった。
　対応困難な精神保健福祉相談については，「医療機関への受診を拒否している事例」が 10 万
人未満市町村では75.2％，30 万人未満市町村では100.0％，「大声や威嚇行為など近隣での
迷惑行為や他害行為を伴う事例」が 10 万人未満市町村では62.8％，30 万人未満市町村では
91.2％，「医療中断・症状が再燃している事例」10 万人未満市町村では56.6％，30 万人未満市
町村では79.4％であった。
表 10　市町村における対応困難な精神保健相談 単位％
10 万人未満 30 万人未満
医療機関への受診を拒否している事例 75.2 100.0
医療中断・症状が再燃している事例 56.6 79.4
大声や威嚇行為など近隣での迷惑行為や他害行為を伴う事例 62.8 91.2
ひきこもり事例 61.2 61.8
家庭内暴力がある事例 38.8 41.2
虐待問題 29.5 35.3
自傷行為，自殺未遂の事例 48.8 23.5
アルコール・薬物関連等の事例 41.9 41.2
　困難軽減のための体制整備については，「所管課の人員体制の充実」が 10 万人未満市町村
では80.0％，30 万人未満市町村では77.1％，「地域精神医療の充実」が 10 万人未満市町村
では79.2％，30 万人未満市町村では68.6％，「保健所の機能強化」が 10 万人未満市町村では
57.6％，30 万人未満市町村では62.9％であった。
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表 11　市町村における困難軽減のための体制整備 単位％
10 万人未満 30 万人未満
所管課の人員体制の充実 80.0 77.1
保健所の機能強化 57.6 62.9
地域精神医療の充実 79.2 68.6
精神科病院の機能分化 48.8 60.0
研修機会の増加 11.2 2.9
事例検討会の増加 14.4 8.6
その他 2.4 5.7
　今後の市町村の精神保健福祉業務の推進については，「既に市町村が主体となっているが，
都道府県（保健所）等のバックアップが必要」との回答が 10 万人未満市町村では63.8％，30 万
人未満市町村では77.8％でともにトップであった。
　精神保健福祉業務の推進のための具体的な対策としては，「精神保健福祉相談員を必置とす
る」が 10 万人未満市町村では61.9％，30 万人未満市町村では60.6％，「保健所や精神保健福
祉センター によるバックアップ体制を強化する」との回答が 10 万人未満市町村では60.3％，30 万
人未満市町村では54.5％であった。
Ⅳ．精神保健福祉センター における業務
1　調査の概要
　都道府県，指定都市が設置する全精神保健福祉センター 69か所を対象に郵送による質問紙
調査を実施した。調査期間は，平成 25 年 2月12日から3月5日までである。
　回答は，57か所からあり，有効回答率は82.6％であった。
2　結果
　調査の中から業務に関する項目について，その結果を抜粋する。
　精神保健福祉センターの各事業に関する業務量については，「自殺予防関連事業」，「精神保
健福祉相談」がともに39か所の精神保健福祉センターで業務量が多いと答え，続いて「保健福
祉手帳の判定業務」，「精神医療審査会業務」，「自立支援医療判定業務」の業務量が多いとし
ている。
　積極的に取り組む必要がある業務としては，「自殺予防関連事業」とした精神保健福祉センター
が38か所，続いて「保健所への技術協力援助」，「アルコール・薬物関連事業」，「ひきこもり対策」，
「災害時のこころのケア」としていた。
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Ⅴ．考察
　調査から都道府県型保健所の特徴をまとめると，常勤職員数，相談延件数が少なく，他の指
定都市型，中核市型保健所に比べると小規模であった。このことは，保健所の統廃合が進み管
轄地区が広域化する中で小規模な組織で運営できるのか疑問であるところだが，それにも増して
保健所業務の市町村移管が進み，業務の縮小から規模が小さくとも事業が展開できるということ
が推測される。
　都道府県型保健所の啓発普及は自殺対策が中心で，他のテーマについては低調であった。こ
れは，平成 18 年に自殺対策基本法が成立し，平成 19 年に自殺総合対策大綱が発表されたこ
となどが影響し，自殺対策の啓発普及に特化した形での取り組みがされていることが推測される。
一方，設置者が市である指定都市型保健所，中核市型保健所では，多様なテーマが取り上げら
れおり，10 万人未満，30 万人未満の市町村においてもこころの健康づくりが自殺対策とともに取り
上げられていた。
　都道府県保健所の組織育成に関しては精神障害者家族会への育成支援が中心であった。こ
のことは，昭和 50 年代から保健所が中心となって地域家族会の組織化が図られてきたことにより，
現在でも支援が継続していることと思われる。一方，指定都市型保健所，中核市型保健所や10
万人未満，30 万人未満の市町村においては，さまざまな組織に対して支援が行われていた。
　以上のことから，指定都市型保健所，中核市型保健所や 10 万人未満，30 万人未満の市町
村においては，精神障害者支援に関する多様な取り組みがされているのに対し，都道府県型保
健所では，これまでの事業を中心に実施されている現状であると推測される。
　ただ，これまで都道府県型保健所において実施されてきた保健所デイケアについては，実施が
約 2割と少ない。これは，10 万人未満，30 万人未満の市町村の約 7割で「精神障害者の社会
参加に向けたグループ支援」が実施されることから，保健所から市町村に移っていったと推測でき
る。そのようなことから，都道府県保健所と市町村との間で精神障害者支援に関する役割分担
が進んでいるとことが推測できる。
　一方，市町村は，精神保健福祉相談において対応の困難さを「ある程度困難を抱えており，対
応に苦慮している」としており，保健所への支援依頼対象となる困難事例については「医療機関
受診を拒否」，「医療中断・頻回再燃」，「大声や威嚇行為など近隣での迷惑行為」としていた。ま
た，10 万人未満，30 万人未満の市町村が考える今後の精神保健福祉業務の推進については，
これまで都道府県が中心に実施してきた精神障害者支援について，「既に市町村が主体となって
いるが，都道府県（保健所）等のバックアップが必要」との回答がトップであった。さらに精神保健
福祉業務の推進のための具体的な対策としては，「保健所や精神保健福祉センターによるバック
アップ体制を強化する」との要望があった。都道府県型保健所からは，今後重要となる精神保健
福祉業務については「市町村との役割分担や連携」と，これから必要となる体制については「管内
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市町村との連携強化」との回答があった。
　10 万人未満，30 万人未満の市町村は，精神保健福祉業務において多様な展開をしているが，
一方で困難事例への対応にも苦慮しており，今後の精神保健福祉業務の推進のためには，保健
所や精神保健福祉センター のバックアップを求めている。都道府県型保健所も管轄市町村との連
携強化を必要と考えおり，精神保健福祉センターにおいては，保健所への技術協力援助を積極
的に取り組む必要のある業務としている。
　今後，保健所から管轄市町村に対して，これまで以上に技術援助や連携を進めていくことが必
要であり，さらに精神保健福祉センター からの直接的な市町村支援も積極的に進めることが課題で
あると思われる。また，「保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領」は，平成 18年
に発出以来 10年が経過していることから，現状にあった改訂の必要性があると思われる。
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